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令和４年度 防災くらし安心部施策体系 
 

 

 

 

【 】…第４次山形県総合発展計画実施計画の施策番号 

 

 
 

(1) 大規模災害への対応など危機管理能力の充実強化【４－１】 
① 災害に強い強靭な県土づくり 

② 自助・共助による地域防災力の向上 

③ 県民を守る災害対応力の充実 

④ 雪害防止に向けた雪に強い地域づくり 

⑤ 緊急事態に対する対応力の強化 

 

(2) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 
⑥ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

⑦ 交通事故防止のための取組みの強化 

 

(3) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 
⑧ 質の高い医療の提供 

 

(4) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 
⑨ 多様な主体による社会的課題の解決に向けた取組みの促進 

 

 
 

(5) 地域の特性を活かし暮らしを支える活力ある圏域の形成【５－４】 
       ⑩ 県を越えた交流連携の推進 

 

(6) 持続可能で効率的な社会資本の維持・管理の推進【５－５】 
⑪ 社会システムを支える多様な主体との連携・協働 

 

 

 

 

 

 ⑫ 動物愛護及び適正飼養の推進 

 

 

 

 

 

 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 １ 

未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用【５】 ２ 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

Ⅱ 政策の効率的・効果的な展開の促進 
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令和４年度 防災くらし安心部 主要事業実施状況 

 

 
 

(1) 大規模災害への対応など危機管理能力の充実強化【４－１】 

   

目標指標 

風水害（台風、大雨、洪水等）による死亡者数 

 

基準値（平成 30 年度） ： ０人 

直近値（令和４年度）  ： ０人 

目標値（令和６年度）  ： ０人 

進捗状況 目標値に到達 

雪害による死亡者数 

 

基準値（平成 30 年度） ： 10 人 

直近値（令和４年度）  ： ３人（前年比 △９人） 

目標値（令和６年度）  ： ０人 

進捗状況 概ね順調に推移 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

①  災害に強い強靭な県土づくり 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜防災拠点となる施設やライフライン等の対策強化＞ 

（評価） 

・耐震化計画未策定の水道事業者に対し、計画の策定及び生活基盤施設耐震化交付金等の活用

について助言した。 

・「令和５年度政府の施策等に対する提案」において、水道施設の耐震化を促進するための交付

金事業の予算確保、交付率の引上げ、対象施設の拡大及び採択基準の緩和を要望した。 

（見直しの方向性） 

・水道事業担当者会議などの機会を捉えて、水道事業者に対し耐震化計画を策定するように促

す。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業実施状況 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

生活基盤施設耐

震化等交付金事

業費 

297,206  

(297,207) 

・市町村等水道事業者が実施する施設耐震化や

老朽化対策等に対する助成 

（交付件数 14 件 交付金額 288,770 千円） 

６ 

計 297,206  

(297,207) 

 
 

 
 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 １ 
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② 自助・共助による地域防災力の向上 

 

ＫＰＩ 

自主防災組織の組織率 

 基準値（令和元年度）： 90.2％ 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 91％ 92％ 93％ 94％ 95％ 

実績値 91.7％ 91.8％ 91.8％   

進捗状況 概ね順調に推移 

   

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜防災意識の向上＞ 

（評価） 

・新型コロナウィルスの影響はあったものの、やまがた環境展や民間イベントに「親子で学ぶ

防災出前講座」を出展するとともに、交通安全教室などの機会を活用して「ミニ出前講座」

を実施するなど、コロナ禍前に近い活動を行うことができた。 

（見直しの方向性） 

・引き続き、「親子で学ぶ防災出前講座」や「ミニ出前講座」を実施していく。 

 

＜地域や家庭における備えの強化＞ 

（評価） 

・新型コロナウィルスの感染防止対策を取りつつ、２年ぶりに県外講師によるリーダー研修会

を開催した。 

・防災士養成講座については、昨年度を上回る受講者があったことに加え、新たにスキルアッ

プ研修を実施し、地域防災力の向上推進に取り組んだ。 

（見直しの方向性） 

・引き続きリーダー研修会等を実施していく。 

 

＜災害時要配慮者対策の推進＞ 

（評価） 
・個別避難計画を地域や福祉関係者等と連携しながら作成するため、モデル地区を定めて事

業を実施。有識者からの実践的な助言を受けながら、地域住民や地域包括支援センターな
どと連携し、実行可能な個別避難計画作成のための研修会を実施した。 

・令和５年３月開催の「山形県・市町村防災対策連携会議」において、「外国人に伝わりや
すい『やさしい日本語』」の説明を行い、外国人等への情報発信の際の留意点を共有し
た。 

（見直しの方向性） 

・「支援者の担い手不足」という課題を踏まえ、企業や団体等に着目し、専門家の助言を受け
ながら、新たな支援の担い手の掘り起こしを行い、実効性のある要配慮者避難体制の構築
に取り組む。 

・外国人に情報発信する際の留意点について市町村と情報を共有するとともに、多言語によ
る災害時情報提供アプリを周知していく。 
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【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業実施状況 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

やまがた防災力

向上加速化事業

費 

1,070  

(1,736) 

・出前講座等による防災教育の充実と啓発活動

の推進（親子で学ぶ防災出前講座を２回（延べ

約 400 名参加）、ミニ出前講座を 80 回実施） 

・地域における防災力の強化に向けた自主防災

組織リーダー等を対象とする実践的研修の実

施（村山会場、庄内会場：155 名参加） 

・モデル地区における要配慮者避難状況の検証

及び個別避難計画研修会の開催（研修会 27 名

参加） 

11 

共助による地域

防災力活性化事

業費 

1,149  

(1,552) 

・地域の避難所設置・運営能力の育成支援（防災

士養成講座、スキルアップ研修の実施）（養成

講座を 178 名受講、スキルアップ研修に 82 名

参加）【新規】 

・自主防災組織の活動活性化の促進（自主防災ア

ドバイザーを延べ 18 回派遣） 

・地域防災への男女共同参画の促進（「女性の視

点で考える防災オンラインセミナー」の開催）

（50 名参加） 

11 

計 2,219  

(3,288) 

 
 

 
 

 

③ 県民を守る災害対応力の充実 

 

ＫＰＩ 

災害マネジメント総括支援員、災害マネジメント支援員の登録者数（累計） 

 基準値（令和元年度）： ７人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 15 人 21 人 27 人 30 人 30 人 

実績値 ７人 21 人 27 人   

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜関係機関との連携体制の構築＞ 

（評価） 

・災害時に市町村との連携を強化するため、各市町村における防災及び福祉等の各分野（関係

部局等）の連携強化を目的とした市町村防災力強化のための研修を行った（38 名参加）。 

（見直しの方向性） 

・市町村における防災及び福祉等の各分野（関係部局等）の連携等、市町村の防災力をより一

層強化するため、市町村の意向等を踏まえながら、災害対応の専門研修を行う。 

 

＜災害情報の的確な発信＞ 

（評価） 

・防災行政通信ネットワークや防災情報システムを適正、的確に、支障なく運用した。 
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・県ホームページ「こちら防災やまがた！」やＳＮＳを活用した気象警報等の情報発信を実施

した。 

（見直しの方向性） 

・防災行政通信ネットワークや防災情報システムを引き続き適正、的確に、支障なく運用して

いく。 

・県ホームページの緊急情報への気象警報、地震情報の即時掲載や、ＳＮＳを活用した気象

警報等の情報発信など、複数の媒体を活用し、情報を伝達する。 

 

＜消防団活動や水防活動の充実強化＞ 

（評価） 

・各市町村において団員募集時に使用する若手・女性消防団員へのインタビューを掲載したパ

ンフレットの作成・配布や、動画配信サイトにおける消防団加入ＰＲ広告の配信により、消

防団のイメージ向上が図られた。 

・各市町村・消防本部の消防団担当課を訪問し、県内市町村の条例改正状況や地方交付税措置

の説明等を通して、年度内または翌年度中の改正に向けて理解を得ることができた。 

（見直しの方向性） 

・消防団員の確保に向けて、各地で活躍する若手・女性消防団員の情報発信を行うなど、消防

団のイメージアップに引き続き取り組むとともに、効率的に消防団の業務を遂行するため、

ドローンの活用を推進していく。 

・市町村が、引き続き消防団員の処遇改善に取り組めるよう、団員報酬に係る交付税措置の拡

大について、他都道府県と連携して国に要望していく。 

 

＜行政における計画的な備蓄や災害時医療救護体制等の充実強化＞ 

（評価） 

・８月豪雨災害、12 月からの大雪災害において、被災自治体（飯豊町・小国町）へ液体ミルク

などの備蓄品を提供した。また、避難者の多様なニーズに対応するため、県の備蓄物資にア

ルファ化米に加え、新たにパンを追加した。 

・県警ヘリと、整備等による運休期間短縮に向けた調整が図られた。 

（見直しの方向性） 

・被災者のニーズに対応した備蓄品目等の見直しについて、市町村へ働きかけるとともに、

県の備蓄についても検討を行う。 

・災害時における消防防災ヘリの的確な運用及び県警ヘリ等との任務分担による効果的な運用

を図っていく。 

 

＜市町村の災害対応力向上に向けた支援の推進＞ 

（評価） 

・県と市町村の防災担当課で構成する「山形県・市町村防災対策連携会議」を６月と３月に開

催し、情報の共有等を図った。 

・津波避難促進施設における避難確保計画の策定状況及び避難訓練の実施状況等について情報

収集を行った。 

・津波防災に関係する市町に対し、避難経路における夜間照明の整備の支援を行った結果、遊

佐町において夜間照明の設置に至ることが出来た。 

・火山における避難促進施設の指定及び避難確保計画の作成に係る制度や他県の事例等につい

て情報収集を行った。 

・個別避難計画を地域や福祉関係者等と連携しながら作成するため、モデル地区を定めて事
業を実施。有識者からの実践的な助言を受けながら、地域住民や地域包括支援センターな
どと連携し、実行可能な個別避難計画作成のための研修会を実施した。(再掲) 

（見直しの方向性） 

・市町村からの要望等を参考にしながら、会議や研修会等を開催する。 
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・関係市町の津波防災担当者に対し、制度の周知を図るとともに、津波避難計画策定の支援を

行っていく。 

・引き続き、津波防災の関係市町に対し、夜間照明整備のための県の補助金の活用を促してい

く。 

・関係市町の火山防災担当者に対し、制度の周知を図るとともに、今後、避難促進施設の指定

が行われる鳥海山を中心に、統一的な対策が図れるよう支援していく。 

・「支援者の担い手不足」という課題を踏まえ、企業や団体等に着目し、専門家の助言を受け

ながら、新たな支援の担い手の掘り起こしを行い、実効性のある要配慮者避難体制の構築

に取り組む。（再掲） 

 

＜広域的な応援体制の強化＞ 

（評価） 

・災害マネジメント総括支援員等の養成に向け、働きかけなどを行い、新たに７人が総務省に

登録された。 

・令和４年３月の福島県沖を震源とする地震において、住家の被害認定調査業務対応として、

福島県相馬市に、県及び市町村職員を延べ 249 人派遣した（令和４年３月 28 日～4月 30 日）。 

・避難者ケースマネジメント関係会議を４市において計７回開催し、派遣アドバイザーの意見

を踏まえた避難者世帯の課題解決のための支援を行った結果、状況が改善し、対象ケースが

４市７ケースから３市６ケースに減少した。 

・避難者の心身の健康づくりに資する取組みとして、市町村、関係機関と連携した「今後の暮

らし応援のつどい」を山形市、米沢市の２会場で開催し、心身の健康に関する個別相談など

を実施した。また、令和４年 11 月から令和５年２月までに実施した避難世帯の全戸訪問に

おいて、各地域で行われている健康増進事業等の情報を提供するとともに、心身の健康状態

等の把握を行った。 

（見直しの方向性） 

・「災害マネジメント総括支援員」等の選定基準に基づき、養成に向けた取組みを進める。 

・新年度の避難者アンケート調査結果等を踏まえ、ニーズに対応した情報提供等の支援を行っ

ていく。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業実施状況 関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

防災対策推進事

業費 

  6,169  

(6,856) 

・県防災会議の運営 

・県・市合同総合防災訓練の実施（９月、１回

実施） 

・災害マネジメント総括支援員等の登録等の

ための研修（受講者７名） 

11 

やまがた防災力

向上加速化事業

費（再掲） 

1,070  

(1,736) 

・出前講座等による防災教育の充実と啓発活

動の推進（親子で学ぶ防災出前講座を２回

（延べ約 400 名参加）、ミニ出前講座を 80

回実施） 

・地域における防災力の強化に向けた自主防

災組織リーダー等を対象とする実践的研修

の実施（村山会場、庄内会場：155 名参

加） 

・モデル地区における要配慮者避難状況の検

証及び個別避難計画研修会の開催（研修会

27 名参加） 

11 
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備蓄物資更新事

業費 

5,763  

(6,484) 

・大規模災害に備えた食料・飲料水等備蓄物

資の計画的な更新（アルファ化米及びパ

ン：18,000 食、飲料水：18,000 リット

ル、液体ミルク：1,320 本） 

11 

津波対策推進事

業費 

31  

(396) 

・津波災害警戒区域を指定した沿岸３市町が

実施する避難路への夜間照明の整備に対

する助成（１箇所） 

11 

火山防災対策推

進事業費 

869  

(1,868) 

・蔵王山、鳥海山及び吾妻山の火山防災協議

会の運営（協議会等６回） 
11 

防災行政通信ネ

ットワーク保守

管理運営費 

201,225  

(203,690) 

・防災行政通信システム及び震度情報システ

ムの運用・保守管理・更新等 11 

市町村防災行政

無線整備促進事

業費（市町村総

合交付金） 

82,792  

 (82,792) 

・市町村が行う同報系防災行政無線の整備に

対する助成（25 市町村へ助成） 
11 

地域防災力充実

強化事業費 

1,580  

(1,933) 

・県内で活躍する若手・女性消防団員の情報

発信（８市町村 17 名） 

・消防団ＰＲ動画の配信 

・石油コンビナート等防災訓練の実施 
11 

消防防災ヘリコ

プター管理運営

費 

388,057  

(389,400) 

・消防防災ヘリコプター「もがみ」の運航管

理・安全管理体制の整備 11 

避難者支援連携

協働推進事業費 

1,443  

(1,804) 

・｢やまがた避難者支援協働ネットワーク｣の

運営 

・健康や暮らしに関する交流相談の実施（相

談 22 件） 

・避難者ケースマネジメント実施への支援

（４市７ケース、アドバイザー派遣４日） 

11 

ボランティア支

援事業費 

15,182  

 (15,232) 

・「復興ボランティア支援センターやまがた」

の運営支援 

・定住・生活支援に関する情報提供 

11 

避難者向け借上

げ住宅事業費 

2,396  

(2,717) 

・避難者向け借上げ住宅の提供（３件） 
11 

計 706,577  

(714,908) 
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④ 雪害防止に向けた雪に強い地域づくり 

 

ＫＰＩ 

除雪ボランティアの登録者数 

 基準値（平成 30 年度）： 968 人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 1,050 人 1,100 人 1,150 人 1,200 人 1,250 人 

実績値 1,027 人 1,152 人 1,198 人   

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜雪害事故防止対策の推進＞ 

（評価） 

・例年雪害事故の５割以上が発生する１月上旬から２月上旬に、今年度も雪害事故防止強化月 

間を設定し、月間初日に雪害事故防止キャラバン出発式を行い、効果的な広報活動を行った。 

また、山形県雪下ろし・落雪事故注意喚起情報については、Lアラートを活用した報道機関 

向けの配信を行った。 

・高齢者単独での屋根の雪下ろしや除雪をしない、させないという点に主眼を置いたチラシを

新たに作成し、市町村の協力を得て回覧板による全戸回覧を実施したほか、除雪機安全協議

会と連携し、除雪機の安全講習会を実施した。その結果、啓発活動の効果もあり、前年の死

傷者数から大幅に減少した。 

・広域除雪ボランティアについて、「With/after コロナ期における雪かき活動ガイドライン」

の周知により支援を行った。 

・県内の大学生をターゲットとして周知を行い、広域除雪ボランティアである「やまがた除雪

志隊」への登録者を増やした。 

・短期間に集中して降る大雪に対して、緊急的に募集する制度を作る必要がある。 

（見直しの方向性） 

・引き続き啓発活動に力を入れ、市町村、関係機関と連携して、効果的でタイムリーな啓発活

動を図る。 

・今後も雪害事故が多く発生する時期に雪害事故防止強化月間を設定するとともに、キャラバ

ン出発式を行い、啓発活動を行っていく。また、山形県雪下ろし・落雪事故注意喚起情報を

発信し、期を逸することなく県民に注意喚起を行う。 

・短期間で集中して降る大雪に対し、「やまがた除雪志隊」を必要とする市町村等に対応できる

ように、緊急的な募集制度を構築する。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業実施状況 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

いきいき雪国や

まがたづくり推

進事業費 

328  

(1,496) 

・高齢者世帯等の雪処理を担う広域除雪ボランテ

ィアの活動支援（２件、269 千円） 11 

防災対策推進事

業費の一部 

 198  

 (208) 

・雪害事故防止に係るチラシの作成・配布（26 市

町村） 

・雪害事故防止キャラバン出発式の実施（１月） 

・雪下ろし・落雪事故防止注意喚起情報の発表（22

回） 

・除雪機安全講習の実施（２回開催、参加者 26 名） 

11 
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計 526  

(1,704) 

 
 

 
 

 

⑤ 緊急事態に対する対応力の強化 

 

ＫＰＩ 

緊急事態発生時の対処要領（各種危機管理マニュアル）を踏まえた訓練の実施状況 

 基準値（平成 30 年度）： 96.4％ 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

実績値 90.9％ 96.0％ 97.5％   

実施状況 概ね順調に推移 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜感染症等発生に対応する関係機関の連携強化＞ 

（評価） 

・新型コロナウイルス感染症対策に係る危機対策本部員会議を17回開催し、感染拡大防止対策

等に係る協議を実施。 

・市町村や関係機関と連携し、感染防止対策の徹底等の協力を県民へ要請するとともに、無料

PCR 検査体制の整備などの対策を実施。 

（見直しの方向性） 

・感染状況について定期的に情報収集を行い、必要に応じて感染防止対策を講じていく。 

 

＜国民保護に関する対応力の向上＞ 

（評価） 

・国、市町村と連携した住民避難訓練（寒河江市）及び初動対処訓練（22市町村）を実施。 

・市町村における体制整備として、避難実施要領のパターン作成に関する研修会を開催し、新

たに４市町の避難実施要領のパターン作成を支援。 

（見直しの方向性） 

・これまで国民保護訓練（住民避難訓練又は図上訓練）を実施した実績のない市町村に実施を

促進するなど、引き続き対処・措置能力の維持・向上を図る。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

国民保護対策推

進事業費 

 

 320  

（1,191）

・国、市町村と連携した住民避難訓練（１市）及

び初動対処訓練（22 市町）の実施 11 

危機管理対策事

業費 

 285  

(473) 

・大規模災害や新型コロナウイルス等感染症に係

る対策本部会議（第 52 回～第 68 回）の開催 

・職員の危機対応力向上のための研修の実施 

11 

計 605  

(1,664) 

 
 

 

  



10 

 

(2) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

   

目標指標 

交通事故死者数 

 

基準値（令和元年）： 32 人 

直近値（令和４年）： 26 人（前年比+2 人） 

目標値（令和６年）： 25 人以下 

進捗状況 概ね順調に推移 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑥ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

 

ＫＰＩ 

消費生活サポーター数（経験者含む） 

 基準値（平成 30 年度）： 144 人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 170 人 180 人 190 人 200 人 210 人 

実績値 177 人 184 人 200 人   

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜地域における防犯対策の促進＞ 

（評価） 

・防犯指導者講習会において防犯講話を行ったほか、消費生活センターと連携し、特殊詐欺や

悪質商法の被害防止に向けた出前講座を開催した。（80 回、1,433 名） 

・県ホームページに先進的な防犯活動を照会し、周知を図った。（４回） 

・地域で活動する防犯ボランティアのスキルアップを目的とした防犯指導者講習会を県内２会

場で開催した。 

（見直しの方向性） 

・活動の核となる地域防犯リーダーの育成と資質向上を図るため、先進的な防犯活動を実施し

ている団体等から講師を招いて講習会を開催する。 

・防犯活動に役立つ情報、地域における先進的・効果的な防犯活動等をホームページなどで紹 

介し、自主防犯活動の活性化を図る。 

・地域住民の防犯意識の高揚と自主防犯活動の促進を図るため、引き続き地区公民館における

集会や研修会等での要請に基づき、講師を派遣して防犯出前講座を実施する。 

 

＜児童・高齢者・障がい者等の虐待対策や犯罪被害者対策の推進＞ 

（評価） 

・「犯罪被害者等県民のつどい」等を通じ、犯罪被害者支援に対する県民の理解と協力の確保を

図った。 (「犯罪被害者等県民のつどい」参加者約 200 名) 

・小学生向けのチラシを作成し、性暴力被害防止に向けた啓発活動を行った。 

・内閣府コールセンターとの連携や夜間休日における緊急時の対応を図るため、新たに統括補

佐官を新設し、組織体制の拡充を図った。 
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（見直しの方向性） 

・「犯罪被害者等県民のつどい」等を通じ、犯罪被害者支援に対する更なる県民の理解と協力を

図る。 

・ＡＶ出演被害防止・救済法施行等に伴う支援体制及び広報啓発活動の強化を図る。 

・ＡＶ販売差し止めの専門知識を有する弁護士への相談費用や臨床心理受診費用の充実を図 

る。 

 

＜消費者教育や消費生活相談体制の充実強化＞ 

（評価） 

・若年層の消費生活サポーター登録について、様々な機会をとらえ周知することで、学生消費

生活サポーターが増加した。 

・消費者力アップ事業においては、消費生活の必要な情報を知る機会を提供するため、市町村

と共催した消費生活講座の開催や県内イベントへの出展を行った。 

・障がい者のための消費者教育については、障がい者の特性に応じたテーラーメイド型の消費

者教材として DVD を作製し、消費者教育を実施した。 

・市町村における消費者安全法に基づく消費者安全確保地域協議会の設置及び取組みを支援す

るとともに、情報共有や協議等を行いながら、見守り体制の強化を図ることを目的に、山形

県消費者安全確保地域見守りネットワーク協議会を令和５年３月に設立した。 

・成年年齢引下げに伴う若年者の消費者被害防止のため、山形大学をメイン会場に、県内大学

生を対象にした「自立した消費者」になるための「若年者のための消費生活養成講座」を開

催したほか、若年者による「若年者のための消費者被害防止啓発ポスター」を作成し、県内

の高等学校・大学等に送付した。 

・令和４年４月に各種 SNS を開設し、全年代に向け、悪質商法等の注意喚起を行った。 

・各市と県の消費生活センターで無料法律相談会(11 月下旬～12 月上旬)を開催し、潜在的に

存在する多重債務者の救済を図った。また、県の消費生活センターにおいて、弁護士による

消費生活法律相談を行い、専門的な法律知識を必要とする相談に対応した。 

（見直しの方向性） 

・消費生活出前講座について、より一層の活用が図られるよう、引き続き、関係機関等に周知

を図るとともに、幅広い年齢層への情報提供の機会として、少人数の小規模な会場参加型及

びオンラインの消費生活出前講座を開催する。 

・消費者被害未然防止に向け、悪質商法や消費者事故等の注意喚起情報を県のホームページや

各種 SNS を活用しタイムリーに発信していく。 

・多重債務者の救済に向け、引き続き、県弁護士会などの関係機関等との連携を図る。 

 

＜食の安全・安心の確保＞ 

（評価） 

・業界団体と連携して講習会を開催するなど、食の安全・安心を担う食品等事業者への啓発を

積極的に行った。 

（見直しの方向性） 

・業界団体となお一層連携し、食品等事業者による食品の適正表示や HACCP に沿った衛生管理

の定着を図り、食の安全・安心を確保していく。 

 

＜新型コロナウイルス感染症対策の推進＞ 

（評価） 

・令和３年４月 26 日から開始した「山形県新型コロナ対策認証制度」について、令和４年度末

までに 4,736 施設からの認証申請があり、4,136 施設の認証を行った。 

（見直しの方向性） 

・新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけ変更に伴い、「山形県新型コロナ対策認証制度」

が終了する予定であるため、認証施設及び県民に対し制度終了について周知していく。 
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【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

消費者行政推進

事業費 

  20,731  

(21,224) 

・消費生活相談体制等の維持・充実 

・福祉との連携による障がい者のための消費者教

育の実施 

・「山形県消費者安全確保地域見守りネットワー

ク協議会」の設置及び見守り体制の構築 

・消費者教育・啓発のための消費生活出前講座等

の実施（149 回開催、7,005 名参加） 

・若年者等への消費者教育や食品ロス削減など、

消費生活に関連した課題に取り組む市町村に対

する助成（16 市町、11,776 千円） 

・若年者による若年者のための消費者教育事業の

実施 

12 

性犯罪・性暴力

被害者支援事業

費 

6,750  

(6,754) 

・「やまがた性暴力被害者サポートセンター（べに

サポやまがた）」の運営（夜間休日における緊急

時の対応体制の強化）（相談件数 391 件） 

・「犯罪被害者等県民のつどい」の開催（約 200 名

参加） 

５ 

食の安全安心推

進事業費 

324  

 (639) 

・「食の安全推進会議」や「食の安全推進交流会」

等による食の安全に関する県民との情報共有

（２回開催） 

・出張セミナー（101 回実施）や食の安全ほっとイ

ンフォメーションの定期発行（12 回発行）によ

る情報提供 

２ 

生活衛生関係営

業活性化事業費 

18,090  

(18,090) 

・「（公財）山形県生活衛生営業指導センター」の運

営支援 

・生活衛生同業組合への支援（新型コロナウイル

ス感染防止の取組み等に対する助成）（１件、300

千円） 

11 

山形県新型コロ

ナ対策認証事業

費 

49,589  

 (66,612) 

・「山形県新型コロナ対策認証制度」の実施 

・専用サイトによる「認証店リスト」の情報提供 

 （認証施設：4,136 件(R5.3.31 現在)） 

11 

計 95,484  

(113,319) 
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⑦ 交通事故防止のための取組みの強化 

 

ＫＰＩ 

交通事故死傷者数 

 基準値（令和元年）： 5,167 人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 
5,000 人 

以下 

5,000 人 

以下 

5,000 人 

以下 

5,000 人 

以下 

5,000 人 

以下 

実績値 4,005 人 3,784 人 3,495 人   

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜交通事故防止対策の推進＞ 

（評価） 

・高齢運転者の運転免許証の自主返納を促すため、自主返納した高齢者に様々な特典やサービ

スを提供する協賛事業者等を募集・登録し、高齢運転者にチラシ等で周知した。 

（見直しの方向性） 

・高齢運転者による交通死亡事故件数は増加するとともに、構成率も４割以上を占めているこ

とから、高齢運転者の交通事故防止に向けて運転免許証の自主返納を支援していく。 

＜安全な道路環境の整備推進＞ 

（評価） 

・県内一斉の街頭指導を実施したほか、高校生向けのチラシを作成し配布するなど、身近で分 

かりやすい周知啓発を行った。 

・自転車事故の発生件数は昨年に引き続き減少するに至った。 

（見直しの方向性） 

・道路交通法の改正に伴う全年齢層におけるヘルメット着用の努力義務化を契機とし、自転車

事故による死者数の減少に向け、自転車の安全利用に関する取組みの更なる推進を図る。 

 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

高齢運転者交通

安全対策強化推

進事業費 

430  

(473) 

・運転免許証の自主返納を促進するための協賛

事業者の募集及び協賛事業者（サービス内容）

の周知 

・自転車の安全で適正な利用を促進するための

高齢者向け啓発動画による周知啓発 

・自転車の安全で適正な利用の周知啓発のため、

県内一斉街頭啓発活動の実施（15 か所） 

３ 

交通安全総合対

策費 

7,720  

(7,731) 

・県民総ぐるみによる交通安全運動の展開（105 の

関係機関・団体と連携し、春をはじめとした年

５回の各季交通安全県民運動を実施） 

３ 

計 8,150  

(8,204) 
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(3) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 

   
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑧ 質の高い医療の提供 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜適時適切な医療を提供できる体制づくり＞ 

（評価） 

救急救命士を養成するとともに、救急の現場活動に関する指導・教育を行う指導救命士を養 

成することで、救急救命処置の充実・強化を図った。 

（見直しの方向性） 

・救急救命士の養成に加えて、消防機関と医療機関が連携して、医師の指示を受けて気管挿管 

や薬剤投与などの特定行為を実施できる救急救命士を増やし、救急体制の強化を図る。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

救急救命体制整

備促進事業費 

8,481  

(9,415) 

・救急救命士の養成や教育体制の充実強化 

・消防機関と医療機関の連携促進 
３ 

計  8,481  

(9,415) 
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 (4) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑨ 多様な主体による社会的課題の解決に向けた取組みの促進 

 

ＫＰＩ 

やまがた社会貢献基金助成金額（累計） 

 基準値（令和元年度）： 462 百万円 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 
487 

百万円 

512 

百万円 

537 

百万円 

562 

百万円 

587 

百万円 

実績値 
486 

百万円 

511 

百万円 

552 

百万円 
  

進捗状況 指標値どおりに推移 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜ボランティア団体やＮＰＯ、企業等の活動の活性化＞ 

（評価） 

・「山形発ボランティア＆ＮＰＯ情報」のホームページから、ＮＰＯ活動の情報を発信したほ

か、「輝く県民活躍大賞」で選ばれた優良事例が報道機関にも取り上げられ広く県民に周知さ

れた。 

・「やまがた社会貢献基金協働助成支援事業」でＮＰＯ活動のための相談会や講座の開催を実

施した。また、ＮＰＯ中間支援組織との意見交換会を行い、課題を把握した。 

（見直しの方向性） 

・「やまがた社会貢献基金」を活用し、ＮＰＯ法人の活動を強化していく。 

・ＮＰＯ中間支援組織と引き続き意見交換を行い、ＮＰＯの活動基盤の強化を図るための方策

を検討していく。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

社会貢献活動促

進基金活用事業

費 

41,391  

(43,836) 

・「やまがた社会貢献基金」を活用したＮＰＯ等の

社会貢献活動の支援（37 件、41,133 千円） 17 

ＮＰＯ施策推進

事業費 

5,474  

(6,162) 

・優れた社会貢献活動の顕彰（７団体表彰） 

・ＮＰＯ活動促進大会の開催（令和４年 11 月 25

日） 

17 

災害ボランティ

アネットワーク

事業費 

309  

(555) 

・災害ボランティア支援ネットワーク連絡会の開

催（年２回） 

・県災害ボランティア支援本部設置・運営訓練の

実施（年１回） 

・災害ボランティア活動への参加意欲醸成を図る

ための講習会開催(年６回) 

11 

計 47,174  

(50,553) 
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(5) 地域の特性を活かし暮らしを支える活力ある圏域の形成【５－４】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑩ 県を越えた交流連携の推進 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜多様な分野における近隣県等との交流連携の推進＞ 

（評価） 

・令和４年福島県沖を震源とする地震に係る応援職員を福島県相馬市に派遣した。北海道・東

北８道県による相互応援活動の情報共有会議に参加し、今回の応援活動を踏まえた課題を共

有するとともに、今後の対応について意見交換を行った。また、総合防災訓練の相互参加に

より、平時からの連携や協力体制の強化を図っている。 

（見直しの方向性） 

・引き続き、北海道・東北８道県連絡会議により、災害発生時の迅速かつ効果的な応援体制の

確立を図るとともに、総合防災訓練の相互参加等による連携・協力体制の強化を図る。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

防災対策推進事

業費の一部 

1,983  

(1,984) 

 

・令和４年福島県沖地震に係る応援職員派遣 

・福島県沖地震に係るブロック内情報共有会議へ

の参加 

・総合防災訓練への相互参加 

11 

計 1,983  

(1,984) 

 
 

 

  

未来に向けた発展基盤となる県土の整備・活用【５】 ２ 
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(6) 持続可能で効率的な社会資本の維持・管理の推進【５－５】 

   
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑪ 社会システムを支える多様な主体と連携・協働 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

＜県・市町村等の連携推進＞ 

（評価） 

・水道事業広域連携検討会を県内４圏域で開催し、広域連携の効果や課題を整理して、水道広

域化推進プランを策定した。 

（見直しの方向性） 

・引き続き水道事業広域連携検討会を開催して取組方針を検討し、状況に応じて水道広域化推

進プランを見直すなど、最適な広域連携の方向性を明示していく。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

水道事業運営基

盤強化推進事業

費 

1,111  

(1,111) 

・市町村の区域を越えた広域連携を推進するた

めの「水道広域化推進プラン」の策定 ６ 

計 1,111  

(1,111) 
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施策の推進方向と主な取組み 

 

⑫ 動物愛護及び適正飼養の推進 

 

【令和４年度における評価と見直しの方向性】 

（評価） 

・「猫の適正飼養ガイドライン」を改正し、野良猫対策の方法をより具体的にするとともに、飼

い主のいない猫対策に関するセミナーや研修会をハイブリッドで開催し、猫の適正飼養につ

いて普及啓発を実施した。 

・県庁ロビーや三川イオンでのパネル展の開催や出前講座の実施により啓発を行った。また、

「ペット同行避難マニュアル」を作成したほか、オンラインにより人とペットの災害対策セ

ミナーを開催した。 

（見直しの方向性） 

・対面による出前講座と併せて、遠隔地の方も参加できるようオンライン等を活用し、広く猫

の適正飼養の啓発を図っていく。 

・パネル展や動物病院でのチラシの配布、オンライン等を活用したセミナーを開催するなど人

とペットの災害対策について普及啓発を図っていく。 

 

【令和４年度関連事務事業】                        （単位：千円） 

事業名 決算額 

（予算額） 

事業概要 関連する

ＳＤＧｓ

のゴール 

動物愛護適正飼

養推進事業費 

170  

(371) 

・動物愛護推進協議会の開催（１回開催）や動物

愛護推進員の活動支援 

・動物愛護教室の開催（４回開催、参加者 115 名） 

・人とペットの災害対策セミナーの開催（１回開

催、参加者 76 名） 

11 

計  170  

(371) 

  

 

Ⅱ 政策の効率的・効果的な展開の促進 


